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国立大学法人の機能強化に向ける国による財政支援の充実を求める声明 
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私たちは、国立大学法人法に基づき設置されている経営協議会の学外委員として、北

海道大学の経営に関する重要事項の審議に参画し、社会からの視点で、経済、行政、地

域等多方面から様々な意見を述べており、大学も私たちの意見を真摯に受け、懸命に取

り組んできました。 

北海道大学に限らず、各大学では、これまでも業務の効率化や経費の節減を進めるだ

けでなく、国立大学法人の経営の観点から、競争的資金や寄附金等の外部資金獲得の増、

附属病院収入の増など様々な取り組みを行いながら教育研究活動の維持向上に努めて

います。しかしながら、国立大学法人の基盤的経費である運営費交付金が大きく削減さ

れる中、国立大学法人として求められる機能を維持し、さらに機能強化を進めることは

困難な状況にあると、私たちは強い危機感をもっています。 

国立大学法人の基盤的な経費である運営費交付金は、平成 16 年度の法人化以降 10 年

間で大きく削減され、交付金額は北海道大学では 85 億円（▲19.0％）の減少となって

おり、国立大学法人全体でみると 1,292 億円の減少（▲10.4％）に及んでいます。 
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現在、「日本再興戦略」改訂 2014 や「経済財政運営と改革の基本方針 2014」の中で

大学改革が重要な柱として位置づけられ、国立大学法人の運営費交付金の重点的・戦略

的な配分強化を行う一方で、実際には基盤的経費の削減が一層強化されようとしていま

す。 

運営費交付金と各種の競争的資金を組み合わせたシステムにより国立大学法人の一

層の機能強化を図ることは重要ですが、このままの形で基盤的経費の削減が続いていく

ならば、「科学技術イノベーションの推進／世界最高の知財立国」、「世界最高水準のＩ

Ｔ社会の実現」、「今後 10 年間で世界大学ランキングトップ 100 に日本の大学を 10 校以

上」などの政策目標が達成できなくなるものと大変危惧しております。 

政策目標の達成と国立大学法人の将来、ひいては日本社会を支える学術研究の発展と

高等教育の未来への投資として、今、国立大学法人の機能強化を支える基盤的サポート

体制の構築が必要です。 

国立大学法人法が改正され、経営協議会において学外委員を過半数とすることとなっ

たことは、私たちのこれまでの「社会の目」としての役割が認められたと同時に、私た

ちに国立大学法人の経営に対する責任をこれまで以上に求めているものだと認識して

います。 

これから、第３期中期目標期間を迎え、国立大学法人が一層の機能強化を実行するに

あたり、世界トップレベルの研究・人材育成と地方創生を担う基幹国立大学としてその

責務を果たせる基盤的財政支援を、国として実施されるよう要請いたします。 


